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⑤アンモニア冷媒ゼロポイントチラー導入による業務効率化と人員不足の解消

3

3.1 脱フロン・脱炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業

事業概要 システム図

写真

株式会社ジャパンファーム事業者名事業者
概要

製造業業種

鹿児島県所在地
事業所

11,386.76m2総延床面積

約6,750万円補助金額
補助金額

1/3補助率

冷凍機ユニット 3台（冷媒：R22）従前設備
主な
導入設備

チラーユニット 5台（冷媒：NH3）導入設備

2023年6月稼働日事業期間

更新区分

今回導入した設備5台を一つのパネルで管理できるよう
になったため、機械ごとに稼働状況を見る手間を省くこと
ができた。また、パネル管理により設備ごとに人員を割く必
要がなく人員不足を解決できるとともに、操作教育が容
易となった。

特長

NH3チラーユニット 制御盤

実施前

実施後

脱フロン・脱炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業

冷凍機（NH3）×5台

冷凍機（R22）×3台
NH3

チラーユニット
冷却塔

制御盤

NH3
チラーユニット

NH3
チラーユニット

NH3
チラーユニット

NH3
チラーユニット

冷却塔

循環ポンプ

循環ポンプ

循環ポンプ

循環ポンプ

循環ポンプ

R22
冷凍機ユニット

R22
冷凍機ユニット

冷却塔

R22
冷凍機ユニット

冷却塔

高圧受液器
コンデンサ
熱交換器

コンデンサ
熱交換器

コンデンサ
熱交換器

冷水製造プロセス

冷水製造プロセス



103

3.1 脱フロン・脱炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業

⑤アンモニア冷媒ゼロポイントチラー導入による業務効率化と人員不足の解消

事業の効果

【脚注】
※ 1 ここに示す事業の効果は、電力単価：19.5円／kWh（出典：電力・ガス取引監視等委員会HP）を用いて試算したものである。
※ 2 本事業のCO2排出量は、エネルギー起源CO2排出量と冷媒漏洩CO2排出量の合計値

約589t-CO2／年CO2削減量
11,500円／t-CO2CO2削減コスト

約772万円／年エネルギーコスト削減額
約18年補助あり

投資回収年数
約26年補助なし

CO2排出量（t-CO2／年） エネルギーコスト（万円／年）
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0

代替フロンを用いた一般
的な冷蔵冷凍設備と比
べて、CO2排出量を約
589t-CO2削減できた。

NH3冷媒チラーユニット
への更新により、エネル
ギー費用が約36％削
減できた。
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事業によって実現できたこと／事業前にあった課題及びその解決方法

「 NH3ゼロポイントチラーへの更新」によって、CO2削減以外に、以下のような副次的効果があった。
• 従前設備は機械ごとに管理していたが、今回導入した設備は全5台を1つのパネルにデータを集約して管理できるようになった

ため、機械ごとに稼働状況を見る手間を省け、異常が発生した際の点検等、業務効率化に繋がった。
• パネル管理によって管理人員を最小限に抑えられ人員不足を解決できた。また、設備管理が簡単になったため、操作にかかる

教育者側の工数も削減できた。

パネル管理による業務効率化 データの一元管理による設備点検の人員不足の解消

実施前 機械ごとに管理をしていたため、作業負荷が大きかった

実施後 パネルで一括管理ができるため作業負荷が減り業務が効率化した

全ての設備の稼働状況をパネルで管理ができるため、業務効率化に繋がった。

実施前 各機械に管理人員を割く必要があり点検や教育に工数を要した

実施後 パネルでの一括管理により教育工数や管理人員の削減ができ人
員不足を解消できた

タッチパネル操作のため操作教育が容易となり、人員不足が解消した。

♯

♯

♯♯
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平上純一
平上純一
平上純一
平上 純一
環境社会価値創造本部 施設部 大崎施設課 大崎工務班
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事業の経緯／今後の予定

事業者の声

導入検討設備
が補助対象で
あ ることをメ ー
カー経由で入
手

2021.10

情報入手

2023.2 

完成

設置完了

2022.5

申請

補助事業へ申
請

機械の設置位
置や選定理由
について社内で
協議

2022.8

社内調整

2022.11

工事開始

工事を開始

• ジャパンファームでは脱フロン化を計画的に推進しており今回大型フロン設備（R22）から
アンモニアを冷媒とした省エネ型自然冷媒機器への更新となり環境負荷削減へ向けた大
きな一歩となりました。

• 今後は効率性の高い運用を行い安定した品質の製品製造及び「人、社会、環境」の
健康に貢献する事業活動を推進してまいります。


